
１．決算の概要

（1）一般会計等の決算状況

①　決算状況

②財政指標等

決算の状況

区 分 歳 入 総 額 歳 出 総 額
歳 入 歳 出
差 引

翌年度に繰越
すべき財源

実 質 収 支 単年度収支 積 立 金

平成25年度 59億3,012万円 57億6,602万円 1億6,410万円 1,711万円 1億4,698万円 1,492万円 448万円

平成24年度 56億5,119万円 53億9,088万円 2億6,031万円 12,825万円 1億3,207万円 -3,657万円 1,602万円

比　  　　較 4.9% 7.0% △ 37.0% △ 86.7% 11.3% △ 140.8% △ 72.0%

決算の状況（つづき）

　平成25年度の上川町の一般会計、特別会計及び企業会計の決算状況をお知らせします。平成25年度
は、第９次上川町総合計画の6年次であり、自然と調和した未来＜小さくても「夢・希望・誇り」に満ちた上川
をめざして＞、厳しい財政状況の中、創意と工夫を凝らし、様々な行政課題に取り組んできました。上川町
まちづくり基本条例の実践に努めてきたところです。一般会計歳出決算額は57億6,441万円で前年度に比
べ22.8%の増となりました。詳しい決算の状況については、次のとおりとなっています。

　平成25年度の各会計の決算状況は次のとおりです。

　一般会計等の財政規模は、歳入が59億3,012万円で前年度対比4.9％増、歳出が57億6,602万円で
前年度対比7％増となり、いずれも前年度を大きく上回りました。
　歳入歳出差引額は2億6,410万円の黒字、この歳入歳出差引額から、翌年度に繰り越すべき財源を控
除した実質収支は、1億4,698万円の黒字となっています。
　平成25年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、1,492万円と前年度より
減となり、実質単年度収支についても、1,939万円と前年度より減となりました。

　財政力指数は、0.16で前年度より1ポイント減少しています。このことは、標準的な行政を運営していく
ための財源として、町税などの自前の財源が2割未満しかなく、財政力がなくなってきていることを表し
ています。
　経常収支比率は、78.0％と前年度数値より2.6ポイント硬化しました。町村の場合75％を超えると財政
構造の弾力性（ゆとり）がなくなってくるといわれており、財政力の余力がなく、依然として厳しい財政運
営となっています。
　地方自治体の財政健全化法に基づく財政健全化判断比率については、実質赤字比率、連結実質赤
字比率は該当がなく、実質公債費比率は12.0％（前年度比△13.0ポイント）と、早期健全化基準の25％
にはなっていません。今後は、区画整理事業関連や旭ヶ丘活性化事業の過疎債などの償還が始まるこ
とから、徐々に償還金額は増加し、実質公債費比率は平成28年にもう一度ピークを迎える見込みとなっ
ています。

　将来負担比率は、69.3％（対前年度10.1ポイント改善）と、早期健全化基準の350％にはなっていませ
ん。旭ヶ丘活性化事業やその関連事業による地方債現在高、公共下水道事業の整備に対する地方債
に係る特別会計への繰出見込額などが、大きくなっていることから、近隣市町村と比較しても高い数値
となっています。
　その他、地方債残高は75億5,953万円（対前年度3億8,812万円の減額）、積立金残高は12億7,214万
円（対前年度1億5,018万円の増額）、債務負担行為残高は2億8,744万円（対前年度5,149万円の減
額）となっています。(地方債に病院事業債は含まれていません。)

平 成 25 年 度 一 般 会 計 等 決 算 状 況

平 成 25年 度 上 川 町 の 決 算 状 況
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区 分 繰 上 償 還 金
積 立 金
取 崩 額

実 質 単 年 度
収 支

平成25年度 0万円 0万円 1,939万円

平成24年度 0万円 0万円 -2,056万円

比　  　　較 - - △ 194.3%

財政指標等

区 分 標準財政規模 財 政 力 指 数
経 常 収 支
比 率 （ ％ ）

実 質 赤 字
比 率 （ ％ ）

連 結 実 質
赤字比率(%)

実 質 公 債
費 比 率 (%)

将 来 負 担
比 率 （ ％ ）

平成25年度 36億3,016万円 0.160 78.0 - - 12.0 69.3

平成24年度 36億6,534万円 0.170 75.4 - - 13.8 79.4

比　  　　較 △ 1.0% △ 0.010 2.6 - - △ 1.8 △ 10.1

区 分 地 方 債 残 高 積 立 金 残 高
債 務 負 担
行 為 残 高

平成25年度 75億5,953万円 12億7,214万円 2億8,744万円

平成24年度 71億7,141万円 11億2,196万円 3億3,893万円

比　  　　較 5.4% 13.4% △ 15.2%

一般会計等

実質収支

単年度収支

実質単年度
収支

標準財政規
模

財政力指数

用語説明（つづき）

　上川町の場合、一般会計と土地区画整理事業特別会計を合わせた会計をいいます。

　実質収支は、歳入歳出差引額から事業繰越などに伴い、翌年度に繰越すべき財源を差し引いた額
です。発生主義の要素を加味して財政収支の結果をとらえたものです。これは、当該年度に属すべき
収入と支出の実質的な差額で、地方公共団体の純剰余又は純損失を意味するものです。財政運営
の状況を判断するポイントとなります。
＊実質収支＝歳入歳出差引額－翌年度へ繰り越すべき財源

　当該年度だけの収支を捉えるものです。実質収支は前年度以前からの収支の累積です。この中に
は、前年度の実質収支が赤字にせよ、黒字にせよ含まれていることとなります。例えば前年度が黒字
である場合、このうち基金繰入額を除いた額は繰越金として当該年度の歳入とされ、実質収支をそれ
だけ増加させる要因となっています。したがって、当該年度だけの収支を把握しようとする場合には、
当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた収支をみる必要があります。
＊単年度収支＝当該年度の実質収支－前年度の実質収支

　実質単年度収支は、単年度収支に当該年度に措置された黒字要素（財政調整基金積立金、繰上
償還）又は赤字要素（積立金取崩し）を除外した場合、単年度収支が実質的にどのようになったか検
証するものです。
＊実質単年度収支＝単年度収支＋財政調整基金積立額＋地方債繰上償還額
　－財政調整基金取崩額

　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されると見込まれる経常的一般財源の規模を示すもので
す。
　地方税法に定める法定普通税を、標準税率により地方交付税法で定める方法で算定した標準税収
入額に、地方道路譲与税、自動車重量譲与税、交通安全対策特別交付金などを加え、さらに普通交
付税を加算して算定します。
＊標準財政規模＝（基準財政収入額－地方譲与税－交通安全対策特別交付金）×１００÷７５
　＋地方譲与税＋交通安全対策特別交付金＋普通交付税

　地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過
去３年間の平均値です。 財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことにな
り、財源に余裕があるといえます。
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経常収支比
率

実質赤字比
率

連結実質赤
字比率

実質公債費
比率

将来負担比
率

債務負担行
為

#DIV/0!

（2）一般会計の状況

①歳入

　一般会計の財政規模は、歳入が59億2,788万円で前年度対比4.9％増、歳出が57億6,440万円で前年
度対比6.9％増となりました。

　歳入の根幹をなす町税収入の総額は、前年度に比べ-1.1％減の5億9,813万円で、一般会計歳入総
額に占める割合は10.1％となっています。
　その内訳をみると、個人町民税は、前年度比0.9％増の1億2,042万円、法人町民税は、観光業や建
設業関係の法人の税収が落ち込み、前年度比10％減の2,050万円となり、町民税全体では、前年度比
0.8％減の1億4,092万円となりました。
　固定資産税は、前年度に比し1.5％減の2億9,308万円となりました。また、層雲峡の宿泊者数の回復
が見られ入湯税は8.9％増の126万円と昨年を上回りました。
　歳入の52％を占める地方交付税については、普通交付税が前年度比1.5％増の28億2,064万円、特
別交付税は、1.6％減の2億6,447万円となり、全体では、-1.5％増の30億8,511万円となりました。

　予算は単一年度で完結するのが原則ですが、将来にわたる支払義務に対応するため、あらかじめ
後年度の債務を約束することを債務負担行為といいます。
　外郭団体への債務保証や損失補償などに対応するため債務負担行為が活用されます。地方自治
法で、債務負担行為は予算で定めなければならないこととされています。

　地方税・普通交付税などの、使いみちを制限されない毎年収入される性質の収入（経常的な収入）
に対する、人件費・公債費・扶助費など毎年支出される性質の支出（経常的な支出）の割合です。この
割合が低いほど、財政にゆとりがあり、さまざまな状況の変化に柔軟に対応できることを示しています。
　市で80パーセント、町村で75パーセントを超えると、財政構造は弾力性を失いつつあると考えられて
います。
＊経常経費に充当された一般財源の額/経常一般財源×100
　　　　※一般財源…何に使うかを制限されない財源。（⇔特定財源）

　地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。　地方公
共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　公営企業会計を含む地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財
政規模に対する比率です。
　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公
共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とし
た額に対する比率です。
　借入金（地方債）の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標とも
いえます。
　地方公共団体財政健全化法の実質公債費比率は、起債に協議を要する団体と許可を要する団体
の判定に用いられる地方財政法の実質公債比率と同じで、この比率が18％を超えると、借金に当たっ
て許可が必要となり、公債費負担適正化計画を策定した後でなければ新規借り入れは許可されず、
25％を超えると一定の種類の新規借り入れは許可されません。

　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、地方公共団体の一般会計等が将
来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率です。
　地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点
での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標ともいえます。

平 成 25 年 度 一 般 会 計 決 算 状 況
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②歳出

○目的別

○性質別

歳　　入

決算額 構成比 決算額 構成比

町 税 5億9,814万円 10.1% 5億9,139万円 10.5% 1.1%

地 方 譲 与 税 6,285万円 1.1% 6,592万円 1.2% △ 4.7%

利 子 割 交 付 金 82万円 0.0% 84万円 0.0% △ 2.4%

配 当 割 交 付 金 71万円 0.0% 36万円 0.0% 97.2%

株式等譲渡所得割交付金 97万円 0.0% 10万円 0.0% 870.0%

地 方 消 費 税 交 付 金 4,770万円 0.8% 4,811万円 0.9% △ 0.9%

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1,608万円 0.3% 1,409万円 0.2% 14.1%

地 方 特 例 交 付 金 73万円 0.0% 70万円 0.0% 4.3%

地 方 交 付 税 30億8,511万円 52.0% 31億3,203万円 55.4% △ 1.5%

交通安全対策特別交付金 65万円 0.0% 70万円 0.0% △ 7.1%

分 担 金 及 び 負 担 金 707万円 0.1% 643万円 0.1% 10.0%

使 用 料 及 び 手 数 料 11,018万円 1.9% 億9,545万円 1.7% 15.4%

国 庫 支 出 金 3億0,599万円 5.2% 2億2,132万円 3.9% 38.3%

道 支 出 金 1億6,365万円 2.8% 1億6,737万円 3.0% △ 2.2%

財 産 収 入 2,057万円 0.3% 1,867万円 0.3% 10.2%

寄 附 金 2,093万円 0.4% 55万円 0.0% 3,705.5%

繰 入 金 14,625万円 2.5% 15,622万円 2.8% △ 6.4%

繰 越 金 2億5,871万円 4.4% 1億7,421万円 3.1% 48.5%

諸 収 入 3,524万円 0.6% 2,593万円 0.5% 35.9%

地 方 債 10億4,553万円 17.6% 9億2,871万円 16.4% 12.6%

計 59億2,788万円 100.1% 56億4,910万円 100.0% 4.9%

区 分
平成25年度 平成24年度

前年度比

　地方債の発行額は1億4,553万円で、前年度に比し11,682万円（12.6％）の増となりました。平成25
年度発行の主な内容は、旭ヶ丘レストラン、コテージ建設に伴う施設整備事業債26,580万円、フォ
レストガーデン整備事業債20,800万円、消防層雲峡出張所格納庫整備事業債6,730万円、駅前団
地C整備事業債2,390万円などです。平成24年度末の一般会計の地方債残高は、1億121万円増
の72億4,262万円で、町民１人当たりでは1,798,962円となりました。(病院事業分含む)

　歳出総額に占める割合は総務費が26.3％と最も高く、続いて公債費の12.8％、農林水産業費の
13.6％、民生費の9.6％、土木費の8.2％の順となっています。

　前年度との比較では、教職員住宅整備事業の終了により教育費が34.4％減の2億2,942万円、議
会費では議員年金共済費の減から18.1％の減、衛生費で福祉会館耐震工事実施設計の減により
15.8％減の3億3,805万円となりました。一方、農林水産業費ではフォレストガーデン関係で292.7％
増の6億7,702万円、諸支出金が基金積立額の増から79.2％増の3億6,435万円、土木費で北1条線
などの建設事業費が増額となったことから24.0％増の5億368万円となりました。

　歳出総額に占める割合は人件費が18.5%と最も高く、続いて普通建設事業費等の17.4％、補助費
等16.9%、公債費の13.5％、物件費の11.3％、繰出金10.8%の順となっています。

　診療所会計・老健施設会計に対する施設整備などにより各会計への繰出金が14.2％の増加とな
り6億1,800万円、補助費においては、消防庁舎建設に係る補助費等7.5%の増の7億3,318万円とな
りました。一方、上川小学校耐震化等改修事業の終了などにより普通建設事業費用が31.8%減の5
億8,079万円、退職手当負担金の減などから人件費が5.9％減の9億8,119万円、かみんぐホールの
償還終了などから公債費は4.8％減の7億8,214万円となっています。
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町税の内訳

税　額 構成比 税　額 構成比

町 民 税 1億4,092万円 23.6% 1億4,210万円 24.0% △ 0.8%

個 　人 　町 　民 　税 1億2,042万円 20.1% 1億1,933万円 20.2% 0.9%

法 　人 　町 　民 　税 2,050万円 3.4% 2,277万円 3.9% △ 10.0%

固 定 資 産 税 2億9,308万円 49.0% 2億9,758万円 50.3% △ 1.5%

軽 自 動 車 税 595万円 1.0% 585万円 1.0% 1.7%

町 た ば こ 税 4,334万円 7.2% 3,936万円 6.7% 10.1%

入 湯 税 10,126万円 16.9% 億9,300万円 15.7% 8.9%

都 市 計 画 税 1,359万円 2.3% 1,350万円 2.3% 0.7%

計 5億9,814万円 100.0% 5億9,139万円 100.0% 1.1%

歳　　出

決算額 構成比 決算額 構成比

議 会 費 5,715万円 1.0% 5,141万円 1.0% 11.2%

総 務 費 15億1,586万円 26.3% 12億3,500万円 22.8% 22.7%

民 生 費 5億5,329万円 9.6% 5億4,588万円 10.1% 1.4%

衛 生 費 4億8,399万円 8.4% 3億3,805万円 6.3% 43.2%

農 林 水 産 業 費 7億8,453万円 13.6% 6億7,702万円 12.6% 15.9%

商 工 労 働 観 光 費 1億7,260万円 3.0% 1億7,914万円 3.3% △ 3.7%

土 木 費 4億7,515万円 8.2% 5億0,368万円 9.3% △ 5.7%

消 防 費 5億9,263万円 10.3% 3億5,255万円 6.5% 68.1%

教 育 費 2億4,463万円 4.2% 2億2,942万円 4.3% 6.6%

災 害 復 旧 費 0万円 0.0% 0万円 0.0% #DIV/0!

公 債 費 7億3,754万円 12.8% 9億1,392万円 17.0% △ 19.3%

諸 支 出 金 1億4,704万円 2.6% 3億6,434万円 6.8% △ 59.6%

計 57億6,441万円 100.0% 53億9,041万円 100.0% 6.9%

平成24年度
区 分 前年度比

前年度比

平成25年度

区 分
平成25年度 平成24年度

その他, 

3億7,558万円

町債, 

9億2,871万円

国・道支出金, 

3億8,869万円

使用料及手数料, 

1億0,188万円

地方交付税,

31億3,203万円

地方譲与税ほか, 

1億3,012万円

町税, 

5億9,139万円
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議会費　　　　　　　　　1款

総務費　　　　　　　　　2款

農林水産業費 　　　　5款

商工労働観光費　　　6款

土木費　　　　　　　　　7款

教育費　　　　　　　　　9款

公債・災害復旧費　10款・11款

その他　　　　　8款・12款

歳　　出(町民一人当たり)

決算額 構成比 決算額 構成比

議 会 費 14,195円 0.9% 15,298円 1.3% △ 7.2%

総 務 費 376,519円 26.3% 321,869円 28.1% 17.0%

民 生 費 137,429円 9.6% 123,267円 10.8% 11.5%

衛 生 費 120,215円 8.4% 97,754円 8.5% 23.0%

農 林 水 産 業 費 194,866円 13.6% 41,997円 3.7% 364.0%

商 工 労 働 観 光 費 42,872円 3.0% 41,297円 3.6% 3.8%

土 木 費 118,021円 8.2% 98,929円 8.7% 19.3%

消 防 費 147,201円 10.3% 67,621円 5.9% 117.7%

教 育 費 60,761円 4.2% 85,234円 7.5% △ 28.7%

災 害 復 旧 費 0円 0.0% 19円 0.0% △ 100.0%

公 債 費 183,194円 12.8% 201,169円 17.6% △ 8.9%

諸 支 出 金 36,521円 2.6% 49,527円 4.3% △ 26.3%

計 1,431,794円 99.9% 1,143,981円 100.0% 25.2%

町民1人当たりの金額は、各年度末住民基本台帳登録者数（平成24年度4,035人,平成23年度4,105人）で割ったものです。

道路・公園などの整備や維持管理、除雪など

災害復旧経費、施設・道路整備などの借入金の返済

消防に関する経費、企業会計繰出・基金積立

学校教育・社会教育・図書室・スポーツ振興など

主な支出内容

総務・企画・税務・財産の管理・町有林の管理など

各福祉事業・介護保険・医療給付・保育所の経費・各種検診・保健衛生・環境衛生
など

民生・衛生費　　3款・4款

前年度比区 分
平成25年度 平成24年度

農林水産業の振興など

労働対策・商工業振興・観光振興など

議会運営・議員報酬など

その他, 

7億1,690万円

公債費等,

9億1,392万円

教育費, 

2億2,942万円

土木費, 

5億0,368万円

商工労働観光費, 

1億7,914万円

農林水産業費,

6億7,702万円

民生・衛生

費, 

8億8,393万

円

総務

費, 

12億
3,499

万円

議会費, 

5,141万円
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歳　　出(性質別経費区分)

決算額 構成比 決算額 構成比

人 件 費 9億4,198万円 16.3 9億9,338万円 18.4 △ 5.2%

物 件 費 7億2,999万円 12.7 6億0,911万円 11.3 19.8%

扶 助 費 2億1,842万円 3.8 2億1,312万円 4.0 2.5%

補 助 費 等 11億8,727万円 20.6 9億0,857万円 16.9 30.7%

公 債 費 7億2,840万円 12.6 7億2,927万円 13.5 △ 0.1%

繰 出 金 6億0,296万円 10.5 5億8,286万円 10.8 3.4%

普 通 建 設 事 業 費 等 11億8,370万円 20.5 9億3,997万円 17.4 25.9%

そ の 他 1億7,169万円 3.0 4億1,413万円 7.7 △ 58.5%

計 57億6,441万円 100.0 53億9,041万円 100.0 6.9%

（3）その他会計の状況

①特別会計

○国民健康保険事業特別会計

○後期高齢者医療事業特別会計

　特別会計は、町が特定の事業をおこなう場合、その他特定の歳入をもつて特定の歳出に充て一般
の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合に設置する会計で、7会計全体での実質収支は
12,262万円の黒字となっています。

　国民健康保険事業特別会計の歳入歳出差引額は 5,616万円の黒字（前年度 6,385万円の黒字）
で、歳入は前年度比0.5%増の6億819万円、歳出は前年度比1.9%増の5億5,203万円となりました。

　後期高齢者医療事業特別会計の歳入歳出差引額は 6万円の黒字（前年度 6万円の黒字） で、
歳入は前年度比0.0%増の6億6,179万円、歳出は前年度比0.0%増の6億6,173万円となりました。

平成25年度 平成24年度
前年度比区 分

人 件 費,

9億9,338万円
物 件 費

6億0,911万円

扶 助 費, 

2億1,312万円

補 助 費 等,

9億0,857万円

公 債 費, 

7億2,927万円
繰 出 金, 

5億8,286万円

普通建設事業費

等

9億3,997万円

そ の 他,

4億1,413万円

平成24年度 特別会計及び企業会決算状況
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○介護保険事業特別会計

○診療所事業特別会計

○介護老人保健施設事業特別会計

○土地区画整理事業別会計

○公共下水道事業特別会計

特別会計

収 入 支 出 差 引

平成25年度 6億0,819万円 5億5,203万円 5,616万円

平成24年度 6億0,540万円 5億4,155万円 6,385万円

前年度比較 0.5% 1.9% △ 12.0%

平成25年度 6,179万円 6,173万円 6万円

平成24年度 6,176万円 6,170万円 6万円

前年度比較 0.0% 0.0% 0.0%

平成25年度 5億4,135万円 5億0,279万円 3,856万円

平成24年度 5億2,267万円 4億9,121万円 3,146万円

前年度比較 3.6% 2.4% 22.6%

平成25年度 3億7,712万円 3億6,082万円 1,630万円

平成24年度 3億5,571万円 3億3,764万円 1,807万円

前年度比較 6.0% 6.9% △ 9.8%

平成25年度 1億7,659万円 1億6,923万円 736万円

平成24年度 1億7,092万円 1億6,228万円 864万円

前年度比較 3.3% 4.3% △ 14.8%

平成25年度 224万円 162万円 62万円

平成24年度 466万円 306万円 160万円

前年度比較 △ 51.9% △ 47.1% △ 61.2%

平成25年度 3億3,947万円 3億3,591万円 356万円

平成24年度 3億5,076万円 3億4,648万円 428万円

前年度比較 △ 3.2% △ 3.1% △ 16.8%

平成25年度 21億0,675万円 19億8,413万円 12,262万円

平成24年度 20億7,188万円 19億4,392万円 12,796万円

前年度比較 1.7% 2.1% △ 4.2%

　介護保険事業特別会計の歳入歳出差引額は 3,856万円の黒字（前年度 3,146万円の黒字）
で、歳入は前年度比3.6%増の5億4,135万円、歳出は前年度比2.4%増の5億279万円となりまし
た。

　土地区画整理事業特別会計の歳入歳出差引額は 62万円の黒字（前年度 160万円の黒字）
で、歳入は前年度比51.9%減の224万円、歳出は前年度比47.1%減の162万円となりました。

　公共下水道事業特別会計の歳入歳出差引額は 356万円の黒字（前年度 428万円の黒字）
で、歳入は前年度比3.2%減の3億3,947万円、歳出は前年度比3.1%減の3億3,591万円となりまし
た。

　診療所事業特別会計の歳入歳出差引額は 736万円の黒字（前年度 864万円の黒字） で、歳
入は前年度比3.3%増の1億7,659万円、歳出は前年度比4.3%増の1億6,923万円となりました。

　診療所事業特別会計の歳入歳出差引額は 1,630万円の黒字（前年度 1,807万円の黒字） で、
歳入は前年度比6.0%増の3億7,712万円、歳出は前年度比6.9%増の3億6,082万円となりました。

　建設事業としては、旭町地区汚水管布設工事（296.20ｍ）、栄町地区汚水管布設工事（212.56
ｍ）などを行いました。

区 分

国 民 健 康 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医療 事業

介 護 保 険 事 業

土 地 区 画 整 理 事 業

公 共 下 水 道 事 業

計

診 療 所 事 業

介 護 老 人
保 健 施 設 事 業
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②企業会計

○水道事業会計

水道会計

区 分 収 入 支 出 差 引

収益的収支 1億0,772万円 1億1,905万円 △ 1,133万円

資本的収支 1,476万円 3,428万円 △ 1,952万円

収益的収支 1億0,797万円 1億2,241万円 △ 1,444万円

資本的収支 1,871万円 3,740万円 △ 1,869万円

収益的収支 △ 0.2% △ 2.7% △ 21.5%

資本的収支 △ 21.1% △ 8.3% △ 4.4%

　収益的収支については、収入が 1億772万円に対し、支出は1億1,905万円、また、損益計算に
おいては収益9億9,932万円（対前年度比1.5%減）、費用1億835万円（対前年度比2.3%減）とな
り、差引903万円の当年度純損失となりました。その結果、当年度未処分利益剰余金は679万円
となり、利益剰余金合計は、資本的支出への補てんもあり7,160万円と昨年と比べ1,203万円減少
しました。
　資本的収支については、収入が 1,476万円に対し支出は3,428万円となり、収支差引で不足す
る1,952万円については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、並びに過年度
分損益勘定留保資金で補てんしました。
　建設改良工事としては、南6条・大雪本通交差点配水管布設替工事をはじめとした4件の配水
管布設工事1,110万円を実施しました。

　給水状況については、給水人口は3,591人（対前年比0.3％減）で、配水量は 630,605㎥（対前
年比1.3％減）となり、有収水量は505,842㎥（対前年比1.7％減） となりました。

平 成 25 年 度

平 成 24 年 度

前 年 度 比 較

水道会計の資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、過年度分損益勘定留保資金、当年度分消費
税及び地方消費税資本的収支調整額、減債積立金及び当年度分損益勘定留保資金で補てんしました。
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